
令和２年度 

第１回入間市空家等対策協議会 
 

通知日 令和２年７月８日（水） 

会 場 書面にて開催 

 

◆   ◆   ◆   次  第   ◆   ◆   ◆ 

 

１ 開会 

２ 委嘱状の交付 

３ 書面開催について 

４ 議題 

 (１)令和２年度入間市空き家等対策事業計画（案）について 

(２)特定空家等の認定について（第３期） 

５ その他 

６ 閉会 

配布資料 

【資料１】第１回入間市空家等対策協議会書面開催の流れについて 

【資料２】第１回入間市空家等対策協議会の概要について 

【資料３】入間市空家等対策協議会委員の役割等について 

【資料４】入間市空き家等対策計画 

【資料５】令和２年度入間市空き家等対策事業計画（案） 

【資料６】入間市空き家等の現況 

【資料７】立入調査結果 

【別 紙】議題シート 



 区　分 機  関  名   職　　名 氏　　名

1 会　長 入間市 市長 田中
タ ナ カ

　龍夫
タ ツ オ

2 一般公募委員 地域住民 枡川
マスカワ

　典生
ノ リ オ

3 一般公募委員 地域住民 中林
ナカバヤシ

　敦子
ア ツ コ

4 入間市連合区長会
副会長
藤沢地区区長会長 三上

ミ カ ミ

　　勝
マサル

5 埼玉県行政書士会　狭山支部 副支部長 青木
アオキ

　富
ト ミ

孝
タカ

6 埼玉司法書士会 所沢支部会員 田原
タ ハ ラ

　和秀
カズヒデ

7 埼玉土地家屋調査士会　狭山支部
埼玉公共嘱託登記土地家
屋調査士会狭山地区副地
区会長 田中

タ ナ カ

　健太郎
ケンタロウ

8
公益社団法人
埼玉県宅地建物取引業協会　彩西支部

彩西支部監事 長谷川
ハ セ ガ ワ

　　敏男
ト シ オ

9
公益社団法人
全日本不動産協会　埼玉県本部

副本部長
所沢支部長 長島

ナガシマ

　芳
ヨシ

之
ユキ

10
一般社団法人
埼玉建築士会　入間第二支部入間部会

部会長 河野
コ ウ ノ

　陽子
ヨ ウ コ

11 入間市民生委員・児童委員協議会
会計
豊岡第二地区会長 荒井

ア ラ イ

　正武
マサタケ

12
3号
委員

狭山警察署 生活安全課長 森田
モ リ タ

　真一
シンイチ

　 委嘱期間　令和2年6月1日より令和4年5月31日まで

入間市空家等対策協議会委員名簿

令和2年7月7日現在

１号
委員

２号
委員



備考  
１．【資料１】については、委員向けの内容となるため省略します。 
２．議題（２）特定空家等の認定について（第３期）については、個人情報保護のた 

め、非公開とします。それに伴い、【資料７】についても省略します。 



 

 

第１回入間市空家等対策協議会の概要について 

 

委嘱状の交付について 

 

入間市空家等対策協議会の役割等について 

配布資料 【資料３】入間市空家等対策協議会委員の役割等について 

【資料４】入間市空き家等対策計画 

説明概要 ●入間市空家等対策協議会（以下「協議会」という。）委員の役割につ

いて【資料３】 

現在、適正に管理されず放置された状態の空き家等は、防災、環境、

衛生、景観等の面において、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼ

す等、大きな社会問題となっています。 

こうした状況を踏まえ、入間市では、空家等に関する施策を総合的

かつ計画的に実施するため、「空家等対策の推進に関する特別措置法

（以下「特措法」という。）第７条第１項」に基づき、平成３０年６月

１日に協議会を設置しました。 

入間市空家等対策協議会の所掌事務につきましては、「入間市空家

等対策条例（以下「協議会条例という。」）第２条」にあります、「空家

等対策計画の作成及び変更並びに実施に関すること。」、「空家等に関

する施策の推進に関し、市長が必要と認める事項。」について協議を

することとなっております。 

 

●委員の構成について 

配布資料 委嘱状 

説明概要 本来であれば、市長から委嘱させていただくものですが、第１回

会議を書面開催とさせていただきますので、郵送をもって、委嘱と

代えさせていただきます。申し訳ありませんが、ご了承くださるよ

うお願いいたします。 

【資料２】 



 

 

 委員の構成につきましては、次第裏面に委員名簿を掲載しておりま

すので、ご確認をお願いたします。 

 

●副会長の選任について 

 協議会条例第５条第１項により、協議会には副会長を置くこととな

っています。また、同条第４項において、「副会長は委員の互選により

定める。」となっています。しかし、書面開催では互選により定めるの

は困難であると考えるため、次回会議にて選任することとします。 

 

●協議会の任期、開催回数について 

 委員の任期は、令和２年６月１日から令和４年５月３１日までの２

年間となっています。 

 会議の開催については。必要な時期に合わせて年３回程度開催して

いきたいと考えておりますが、計画通りとならない場合もあることを

ご了承願います。 

 

●入間市空き家等対策計画について【資料４】 

 入間市では、特措法第６条第１項に規定される空き家等対策計画と

しまして、入間市空き家等対策計画（以下「空き家計画」という。）を

平成３１年２月に策定しております。  

空き家計画は、市が取り組むべき空き家等の対策についての基本的

な考え方や方向性を示したものであり、空き家等対策の基本計画とな

ります。 

 また、空き家計画は、入間市総合計画（１０年間の基本構想（まち

づくりを明記したもの）、前期・後期５年間ずつの基本計画（基本構想

に基づいて行政各部門の施策体系を示したもの））に合わせて作成し

ております。前期基本計画が令和３年まで、後期基本計画が令和４年

度から令和８年度までとなります。そのため、空き家計画につきまし



 

 

ても、令和３年度に見直しがございますので、その協議をしていただ

く予定となっております。 

 

議題２ 令和２年度入間市空き家等対策事業計画（案）について 

配布資料 【資料５】「令和２年度入間市空き家等対策事業計画（案） 

【資料６】入間市空き家等の現況（令和元年度末） 

説明概要 令和２年度、計画・準備している各種取組について提案しておりま

すが、新型コロナウイルスの影響から、随時、中止・延期する場合が

あることを申し添えます。【資料５】 

 

●取組① 納税通知書を活用した空き家等の適正管理の啓発 

 令和２年５月に発送した固定資産税納税通知の封書に、空き家等の

適正管理を呼びかける啓発文及び空き家バンクのチラシを同封し、適

正管理の啓発及び空き家バンクの周知を図ります。 

 

●取組② 「広報いるま」を活用した空き家等の適正管理の啓発 

「広報いるま」９月１日号に空き家の適正管理を呼びかける啓発記事 

を掲載し、適正管理の啓発を図ります。 

 

●取組③ 埼玉県主催 相続おしかけ講座の開催 

 空き家が適切に管理されず、放置されることを防ぐために、適切な

相続対策を周知・啓発する講座を開催します。講師は司法書士（埼玉

司法書士会会員）、行政書士（埼玉県行政書士会会員）が務め、講師派

遣料は無料となっています。派遣対象としては、地域の高齢者サロン、

自治会による集会等を対象としています。実施日時としては、平日に

加え土日・祝日（年末年始を除く。）も対応可能となっており、午前１

０時から午後８時終了までを目安としています。申込については、危

機管理課にて随時受付をしており、また、チラシやホームページによ



 

 

る周知を図っています。 

  

●取組④ 空き家等調査【資料６】 

 空き家等の調査につきましては、地域に悪影響を及ぼしている空き

家等について、適正管理の徹底を促し、問題の解決を図ることを最優

先とする考えから、市民等からの情報や相談をもとに把握したものを

対象としています。調査の結果、地域に悪影響を及ぼしていると判断

したものについては、所有者等への改善依頼を行っています。把握状

況については、資料６のとおりとなっており、把握している空き家等

については、年に２回ずつ定期調査を実施しています。 

 

●取組⑤ 特定空家等対応 

 特措法第２条第２項において、「「特定空家等」とは、そのまま放置

すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく

衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないこ

とにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保

全を図るために放置することが不適切である状態に認められる空家

等をいう。」となっています。特定空家等に対しては、特措法第１４条

各項に基づく措置を実施し、その解消を目指します。また、劣悪な管

理状態にある空き家等の特定空家等認定を随時行います。（今回、認

定については議題３にて取り扱います。） 

 

●取組⑥ 空き家相談会の開催 

 空き家の発生の抑制や適正管理の促進のため、空き家相談会を開催

します。昨年度については、埼玉県行政書士会狭山支部、（公社）全日

本不動産協会埼玉県本部県西支部の２団体にご協力いただき、開催を

予定しておりましたが、対象者無しで中止となりました。応募自体は

数件あったため、今年度についても引き続き関係団体にご協力いただ



 

 

き、開催をしたいと考えておりますが、再び対象者がいなかった場合

は、相談会のあり方の見直しを検討します。 

以上、令和２年度入間市空家等対策事業計画（案）となります。 

本議案に関し、別紙の議題シートにて、承認及び非承認を文字囲み

で選択してください。 

 

議題３ 第３期特定空家等の認定について 

配布資料 － 

説明概要  非公開。 

その他 

●次回会議について 

次回の会議については、11月 13日（金）を予定しておりますが、新型コロナウ

イルスの影響等により、書面開催、または中止・延期となる場合がございます。 

詳細が決定次第、ご案内いたします。 

 

 



 

 

入間市空家等対策協議会委員の役割等について 

 

〇 入間市空家等対策協議会の役割について 

 「空家等対策の推進に関する特別措置法第７条第１項」 

   （協議会） 

  第７条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行 

うための協議会を組織することができる。 

 「入間市空家等対策協議会条例第１条」 

   （設置） 

  第１条 空家等対策の推進に関する特別措置法第７条第１項の規定に基づき、入 

間市空家等対策協議会を置く。 

（所掌事務） 

  第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議する。 

     (１)  法第６条第１項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施 

に関すること。 

    (２)  空家等に関する施策の推進に関し、市長が必要と認める事項。 

 

〇 委員の構成について 

「入間市空家等対策協議会条例第３条」 

   第３条 協議会は、委員１５人以内をもって組織し、市長のほか、次に掲げる

者のうちから、市長が委嘱する。 

（１）地域住民 

（２）学識経験者 

（３）前二号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

 協議会は、以下の委員をもって組織します。（１４人） 

（１）議長（市長１人） 

（２）地域住民（一般公募委員２人、連合区長会１人）…計３人 

（３）学識経験者（法務）（埼玉県行政書士会狭山支部、埼玉司法書士会から各１ 

【資料３】 



 

 

人）…計２人 

    学識経験者(不動産)（埼玉土地家屋調査士会狭山支部、(公社)埼玉県宅地建 

物取引業協会彩西支部、(公社)全日本不動産協会埼玉県本部から各１人） 

…計４人 

学識経験者(建築)（(一社)埼玉建築士会入間第二支部入間部会１人） 

学識経験者(福祉)（入間市民生委員・児童委員協議会１人） 

（４）市長が必要と認める者（狭山警察署１人） 

 

〇 協議会委員任期、開催回数等 

 「入間市空家等対策協議会条例第４条」 

  第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

    ２ 職名をもって委嘱された委員は、当該職を失ったときは、委員の職を失 

う。 

       ３ 補欠による委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

委員の任期は令和２年６月１日から２年間（令和２年５月３１日まで）とします。 

 年度内に３回程度（各回１～２時間程度）の開催を予定しております。 

 

〇 報酬 

  １回の出席につき 7,000円（お振込みは、源泉徴収税額 810円を差し引いた額 

  6,190円になります。）をお支払いいたします。また、費用弁償として 1,000円 

  を併せてお支払いいたします。 

   ※源泉徴収税額は「日額乙欄」を適用しております。 

   ※今回については、書面開催となるため、費用弁償はお支払いいたしません。 

ご了承ください。 

 

 

 

 

 



 

 

入間市空家等対策協議会条例 

 

（設置） 

第１条 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下

「法」という。）第７条第１項の規定に基づき、入間市空家等対策協議会（以下

「協議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議する。 

（１） 法第６条第１項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に 

関すること。 

（２） 前号に掲げるもののほか、法第２条第１項に規定する空家等に関する施 

策の推進に関し、市長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 協議会は、委員１５人以内をもって組織し、市長のほか、次に掲げる者の

うちから、市長が委嘱する。 

（１）地域住民 

（２）学識経験者 

（３）前二号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 職名をもって委嘱された委員は、当該職を失ったときは、委員の職を失 

う。 

３ 補欠による委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に、会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、市長とする｡ 

３  会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 副会長は、委員の互選により定める。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理す



 

 

る。 

（会議） 

第６条 協議会は、会長が招集し、会長が会議の議長となる。 

２ 協議会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができな

い。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。 

（関係者の出席） 

第７条 協議会の会議について、会長が必要と認めたときは、関係者の出席を求

め、説明又は意見を聴くことができる。 

（守秘義務） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も

同様とする。 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は、危機管理課において処理する。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

１ この条例は、平成３０年６月１日から施行する。 

２ 入間市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和

３１年条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

別表第１国民保護協議会の項の次に次のように加える。 

空家等対策協議会 委員 日額 ７，０００  
別表第３国民保護協議会委員の項の次に次のように加える。 

空家等対策協議会委員 １，０００  
 



 
 

 

 

 

 

入間市空き家等対策計画 

 

 

    

 

 

 

 

 

平成３１年２月 

入 間 市 

【資料４】 
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１ 計画策定の背景と目的 

近年、人口減少や少子高齢化、核家族化の進展などにより、全国的に居住その他の使用

がなされていない住宅等が年々増加しています。 

その中でも、適正に管理されず放置された状態の空き家等は、防災、環境、衛生、景観

等の面において、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼす等、大きな社会問題となって

います。 

このような状況を踏まえ、国において、空き家等に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するため、「空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「法」という。）」が平成２７

年５月２６日に全面施行され、空き家等に対する所有者等の責務や空き家等に関して必

要な措置を適切に講ずることなどの自治体の責務が明確になりました。 

本市においては、空き家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、法第６ 

条第１項に規定される空家等対策計画として「入間市空き家等対策計画（以下「計画」と

いう。）」を策定するものです。 

この計画は、本市が取り組むべき空き家等の対策についての基本的な考え方や方向性を

示したものであり、空き家等対策の基本計画となります。 

 

 

 

※ 本計画で使用する用語について 

 

 

 

○「空家等」とは（法第２条第１項） 

 法の対象となる「空家等」は、法第２条第１項に次のように定義されています。「建

築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが

常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む）をいう。」 

 

○「空家等」と「空き家等」について 

 本計画では「空家等」と「空き家等」という表現を使い分けて記述しています。 

 使われていない建築物を指す時には「空き家」という表現が一般的であり、本計画

でも基本的には「空き家等」という語句で記述しています。 

 しかしながら、法では「空家等」という言葉で対象を定義しています。 

 このため、法に基づく用語を引用する必要がある場合は、本計画内でも「空家等」

と記述しています。 

第１ 計画策定の趣旨 
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２ 計画の位置づけ 

入間市では、市全体のまちづくりの方向性を示し、市民に密接に関わる各種施策や事業

を実施する際の指針となる総合計画を定めています。 

この計画は第６次入間市総合計画及び前期基本計画のもとに位置づけられる行政計画

であるとともに法第６条第１項に規定する空家等対策計画とします。 

 

３ 計画の期間 

この計画は上位の計画である第６次入間市総合計画前期基本計画との整合を図るため、

平成３０年度から平成３３年度（２０２１年度）までの 4年を計画期間とします。 

また、継続的かつ計画的な空き家等対策の推進のため、後期基本計画と合わせて次期計

画を策定するものとします。 

 

図表 第１－１【計画スケジュール】 

                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 度 
和暦 

西暦 

H29 

2017 

H30 

2018 

H31 

2019 

H32 

2020 

H33 

2021 

H34 

2022 

H35 

2023 

H36 

2024 

H37 

2025 

H38 

2026 

入間市総合計画 

前期基本計画 

後期基本計画 

          

空き家等対策計画 

 

 

         

次期計画期間 計画期間
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１ 市域の現状 

（１）人口及び世帯数の推移 

平成２７年の国勢調査によると、人口は約１４万８千人で、うち６５歳以上が   

約３万８千人（総人口の約２６％）、世帯数が約５万９千世帯となっており、平成１７

年からの１０年間で、６５歳以上が約１.７倍、世帯数が約１.１倍に増加し、人口の伸

び率（０.９９倍）を上回り、高齢化、核家族化が進行していることがうかがえます。 

また、平成２７年の６５歳以上の高齢者単身世帯の割合は全体の１０％で、平成  

１７年と比較し約２.２倍となっています。 

高齢者単身世帯は、国の推計値を見ますと、平成３２年（２０２０年）には全体世帯

数の約１１％、平成３７年（２０２５年）には約１２％を占めると推測され、空き家等

が増加する要因となる可能性がうかがえます。 

             

図表 第２－１【人口、世帯数の推移】                  

年 度 
和暦 

西暦 

Ｈ１７ 

２００５ 

Ｈ２７ 

２０１５ 

Ｈ３２ 

２０２０ 

Ｈ３７ 

２０２５ 

人 口 （単位：人） １４８,５７６ １４８,３９０ １４７,１７２ １４２,８２８ 

 ６５歳以上 

（割合） 

２３,０６３ 

（１６％） 

３８,０７５ 

（２６％） 

４２,０６１ 

（２９％） 

４２,８５６ 

（３０％） 

世帯数 ５３,３０６ ５９,００４ ６０,０５０ ５９,５７２ 

 高齢者単身 

世帯数（割合） 

２,５４８  

（ ５％） 

５,５８６ 

（１０％） 

６,３６０ 

（１１％） 

６,９１７ 

（１２％） 

※実績値（平成１７年・平成２７年）：国勢調査  

※推計人口、世帯数（平成３２年（２０２０年）以降）：埼玉県市町村別将来人口推計ツール 

 

（２）住宅総数、空き家数 

平成２５年住宅・土地統計調査結果において、本市の空き家総数は４,６４０戸で、

住宅総数に占める空き家率（７.４％）は全国及び埼玉県より低い数値となっています。 

空き家総数４,６４０戸のうち用途別を見ますと、本計画の対象となる空き家等とな

る可能性が高い「その他の住宅」が１,８８０戸で全体の約４０％を占めています。 

今後、空き家数の増加とともに空き家率も上昇することが予想されます。 

 

 

 

 

第２ 空き家等の現状と課題 
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図表 第２－２【住宅総数、空き家数】              (単位：戸) 

       （平成２５年 住宅・土地統計調査結果） 

※ 住宅・土地統計調査と空き家等について 

項   目 全 国 埼玉県 入間市 

住宅総数  60,628,600  3,266,300 62,320  

空き家総数 8,195,600     355,000 4,640  

  二次的住宅     412,000    9,200 40  

  賃貸用住宅  4,291,800   210,700 2,360  

  売却用住宅     308,200    22,900 350  

  その他の住宅   3,183,600    112,200 1,880  

空き家率     13.5%   10.9%   7.4% 

順位（空き家率） 
  

44位 

（47都道府県）

49位 

（54市町） 

○ 住宅・土地統計調査とは 

 住宅・土地統計調査とは、統計法に基づき総務省統計局が実施している調査で、「住

生活関連諸施策の基礎資料を得ること」と目的とした標本調査です。 

 ここで示されている数値は推定値であり、市町村の数値は１の位を四捨五入されて

います。このため、総数と内訳の合計は必ずしも一致しません。 

 平成２５年の調査は、平成２２年の国勢調査調査区から全国で約２１万調査区を抽

出し、１調査区あたり１７戸を対象として実施されました。 

 

○「空き家」と「その他の住宅」 

 住宅・土地統計調査では、空き家を４つに区分しています。 

 「二次的住宅」とは、別荘や残業で遅くなった時に寝泊まりするなどたまに寝泊り

する人がいる住宅を指します。「賃貸用住宅」は新築・中古を問わず調査日時点で賃貸

のために空き家となっている住宅を、「売却用住宅」は同じく売却のために空き家と

なっている住宅のことを指しています。「その他の住宅」は上記３つ以外の人の住ん

でいない住宅で、転勤・入院などの理由で長期にわたって不在の住宅や建て替えなど

のために取り壊すことになっている住宅、空き家の区分の判断が難しい住宅を指して

います。なお、住宅・土地統計調査は人が生活を営むことのできる住宅を対象として

いるため、壁が崩れているような廃屋は含まれていません。 

 法でいう空家等は、その住宅で生活を営むことができるか否かは要件としていない

ため、２つの「空き家」の言葉の間には違いがあることを踏まえる必要があります。 
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（３）空き家等の把握戸数 

本市では、生活環境に影響を及ぼしていると考えられる空き家等について、市民等

からの情報、相談を基に平成２７年度から平成２９年度まで空き家等の調査を実施し

た結果、１６３戸の空き家等を確認しています。（参照：図表２－３－１） 

空き家等の管理状況を見ますと、確認されている空き家数１６３戸の内、適正に管

理されていない案件が１２６戸で、特に手入れ等の必要がないものが３７戸となって

います。（参照：図表２－３－２） 

適正に管理されていない案件１２６戸の内訳は、状況別では環境面（樹木等の繁茂）

が最も多く、９３戸で約７４％を占め、次いで建物の老朽化、屋根、外壁等の破損によ

るものが２５戸で約２０％となっています。 

確認されている空き家等のうち約８割が、適正に管理されておらず地域住民へ悪影

響と生活不安を及ぼしている状況です。 

また、所有者等に対し、改善に関する助言、指導の通知を送付したところ、５６件

中、改善されていない案件が４２件（全体の７５％）で、適正管理への意識が薄れてい

るものと推測されます。 

 

 

図表 第２－３－１【空き家等の情報・相談件数、空き家等の把握戸数（実数）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成３０年３月３１日現在） 

 

 ※ 「空き家等の情報、相談件数」と「空き家等の把握戸数」に差があるのは、次の 

  ような状態の変更があり、空き家としての要件を満たさない状態となったためです。 

   ⑴ 情報に基づき現地を確認したところ、住民がいることが分かり、空き家 

    ではないことが判明したものなど。 

   ⑵ 現地調査を行ったのちに所有者等に情報提供を行ったところ、問題を 

    改善したものなど（建物を取壊したり、新たに人が住み始めたりなど）。 

地 区 空き家等の情報、 

相談件数 

空き家等の 

把握戸数 

豊 岡 ６９ ４８ 

東金子 ２２ ２０ 

金 子 １１ １０ 

宮寺・二本木 １４ １４ 

藤 沢 ６０ ５１ 

西 武 ２５ ２０ 

計 ２０１ １６３ 
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図表 第２－３－２【空き家等の管理状況】              （単位：件） 

地区別   
豊 

岡 

東
金
子 

金 

子 

宮
寺
・ 

 

二
本
木 

藤 

沢 
西 

武 

計   内  訳 

項目   
保安に関

する問題

あり 

建 物 
老朽化、屋根外

壁等の破損等 
7 2 7 1 3 5 25 

建物以外 
ガスボンベの放

置・火災が心配 
1 0 0 0 1 1 3 

環境に関

する問題

あり 

環 境 樹木等の繁茂 29 18 3 13 17 13 93 

衛 生 
ゴミの放置、害虫 

小動物の発生 
2 0 0 0 2 1 5 

小  計 

（適正に管理されていないもの） 
39 20 10 14 23 20 126 

経過観察 9 0 0 0 28 0 37 

合  計 48 20 10 14 51 20 163 

  （平成３０年３月３１日現在） 

（４）現状のまとめ 

入間市における空き家等に関する数としては、前述のとおり①平成２５年住宅・  

土地統計調査による空き家の数（４，６４０戸）、②平成２５年住宅・土地統計調査に

よる空き家数のうち、その他の住宅の数（１，８８０戸）、③市民等からの情報・相談

をもとにした数（１６３戸）の３種があります。 

本計画においては、現在、地域に悪影響を及ぼしている空き家等について、適正管

理の徹底を促し、問題の解決を図ることを最優先とする考えから、③市民等からの情

報・相談をもとにした数（１６３戸）を基礎として取り組みを進めることとします。 
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２ 課 題 

空き家等から発生する諸問題に対し、対策の基本的な方向性を考えていく必要があり 

ます。 

そこで、空き家等の調査結果や市民等から寄せられた相談内容等を踏まえて、現状の 

主な課題として、次のようなことが考えられます。 

 

（１）所有者等の高齢化等 

 (ア) 高齢者単身世帯、核家族が増加している。 

 (イ) 単身高齢者で施設への入所、入院等により、住宅居住者が長期間不在となる。 

 (ウ) 所有者等が、遠方居住、健康上等の理由により管理ができない。 

 

（２）所有者等による適正管理意識の低下 

所有者等が物件と異なる場所に住んでいること等から、定期的な状態確認や管理

作業に消極的になり、適正管理意識が低下している傾向が見受けられる。 

 また、居住用家屋が建っている敷地には固定資産税等が軽減される特例措置が 

 適用されることが、管理意識の低下に影響を与えていると考えられる。 

 

（３）地域への悪影響 

   (ア) 建物の老朽化による倒壊及び建築材等の破損、飛散等により、保安上の 

     危険が生じるおそれがある。 

   (イ) 敷地内の樹木、雑草等の繁茂や害虫、小動物の発生、ゴミの堆積等により、 

     環境・衛生面において影響を及ぼすおそれがある。 

   (ウ) 適正に管理されていない空き家等を長期間放置することで、防災、環境、 

     景観面において地域全体に悪影響を及ぼすおそれがある。 

 

  （４） 空き家を解消するための情報提供の不足 

 空き家の流通、活用等により空き家そのものを解消する手段について、どこに

相談したらよいか分からない、信頼できる事業者を知らないなど、情報が不足して

いることも、空き家となる要因に関係していると考えられる。 
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１ 基本理念 

第６次入間市総合計画前期基本計画の６つの「施策の大綱」（章）のうちの１つとし

て掲げている「安全で安心してくらせるまちづくり」を目指し、総合的な空き家等対策

を推進します。 

 

２ 取り組み方針 

空き家等の実態調査結果等から見出した課題を踏まえ、空き家等に関する対策を総

合的かつ計画的に実施するため、以下の３項目を基本方針に掲げ市民生活の安全と生

活環境の保全に取り組みます。 

 

図表 第３－１【基本方針】 

 

３ 対象とする地区 

本計画において、空き家等に関する対策の対象とする地区は市内全域とします。 

 

４ 対象とする空き家等の種類 

本計画の対象とする空き家等は、法第２条に定める「空家等」とします。 

なお、空き家等の発生の抑制と適正管理の促進のための事業については、現在使用中

の家屋も対象に含めることとします。 

販売用又は賃貸用物件については、すでに利活用の計画・予定があると考えること

ができますので、原則として計画の対象外とします。ただし、適正な管理ができていな

い場合や適正な管理に支障が起きるおそれがある場合には、本計画の対象とします。 

 

 

 項  目 内    容 

１ 空き家等の発生の

抑制と適正管理の

促進 

現在、使用している住宅等を空き家等にさせないため

の取り組みを実施します。 

空き家等の所有者等に対し、適正に管理していただく

ための啓発等の取り組みを実施します。 

２ 空き家等の利活用

の促進 

空き家等を資源として捉え、活用を増進するための取

り組みを実施します。 

３ 特定空家等への措

置 

管理不全な空き家等を解消するための取り組みを実施

します。 

第３ 空き家等対策に関する基本方針 
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※「特定空家等」について 

  

○ 法では、次の状態にあると認められるものを「特定空家等」と定義しています。 

 ・ そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

 ・ そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

 ・ 適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

 ・ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

 

○ 本計画の基本方針では、空き家等の中で、管理不全な状態にあるもののうち、 

 上記の状態にあるものを特定空家等と認める手続きを行い、これらに対して働き 

 かけ（措置）を実施することを示しています。 
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本市の空き家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため「空き家になる前の状

態」から「空き家状態」、「管理不全状態」、「空き家の除去、跡地利用」までの状況に応じた

啓発及び措置を講じ、専門機関、関連団体、区・自治会、庁内各関係課等と連携して取り組

みます。 

 

図表 第４－１【基本方針と施策の概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 項  目 施策の概要 

１ 

空き家等の発生の

抑制と適正管理の

促進 

 

(1)空き家等対策についての情報  

 提供等 

 

(2)空き家等の調査 

 

(3)空き家等の情報管理 

 

２ 
空き家等の利活用

の促進 

 

(1)空き家バンクの運営 

 

(2)空き家等の活用の検討 

 

３ 
特定空家等への 

措置 

 

(1)特定空家等の判断基準の策定 

 

(2)特定空家等の認定 

 

(3)特定空家等に対する措置 

 

第４ 空き家等対策に関する施策 

居 住・ 
利用中状態 
空き家状態 
管理不全 
の状態 
除 却 
跡地利用 

専門機関、関連団体、区・自治会、庁内関係課等と連携した取り組み 
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１ 空き家等の発生の抑制と適正管理の促進 

（１）空き家等対策についての情報提供等 

核家族や高齢者単身世帯が急増し、今後、空き家等がさらに増加することが推

測されることから、これらの対象者に対し、現在居住又は使用している住宅等が

空き家にならないための未然防止策を講じていくことが重要です。 

      また、空き家等は法第３条において「空家等の所有者又は管理者（以下、「所

有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適

切な管理に努めるものとする。」と規定されているように、所有者等自らが適切

に管理することが原則です。 

空き家等の所有者等に対し「適正管理の徹底」を促すことを最優先とし、空き

家等を放置することに対する問題意識や、危機意識を高めていくことが空き家

等の適正な管理対策につながると考えられます。 

      このことから、空き家等を適正に管理することの責務と重要性について、住宅

などの所有者等や関係者に対し次の方法などを用いて情報提供を行います。 

        【情報提供の方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）空き家等の調査 

本市では、市民等からの空き家情報、相談を基に、担当課職員により平成２７ 

年度から平成２９年度まで空き家等の調査を実施した結果、建物の老朽化や草木

の繁茂等、周辺地域に悪影響を及ぼしている空き家等を含め、平成３０年３月 

３１日現在、１６３戸の空き家等を確認しています。 

    今後とも、新たな空き家等の把握や、現に確認している空き家等の状況の変化 

等の実態調査に市民等の情報を得ながら取り組みます。 

 

（３）空き家等の情報管理 

       空き家等の情報及び調査結果については、管理台帳、庁内の地理情報システム

に記録し、空き家等対策に係わる各関係課等と情報の共有を図ります。 

 今後、管理台帳と整合を図りながらデータベースを整備します。 

・ 市公式ホームページへの掲載 

・ 広報いるまへの掲載 

・ パンフレットの作成・配布 

・ 相談窓口の運営 

・ 相談会の実施 

・ 市の通知文へのチラシ等同封 

・ 市開催事業での啓発、周知 

・ 相談のあった空き家等を調査した上での個別の情報提供 
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２ 空き家等の活用の促進 

   空き家等及び除去した空き家等の跡地の活用の促進は、法第２条第２項に規定され

る特定空家等とならないための予防対策の一環として、空き家対策等において重要な

位置づけとなっています。 

活用可能な空き家等について所有者等や入居希望者等に対し活用を促すとともに、

その跡地も含めた空き家等を地域の資源として活用すべく、その方策を検討すること

が必要とされています。 

 このことから、本市では、次の取り組みにより空き家等の利活用を推進していきます。 

 

（１）空き家バンクの運営 

空き家の管理不全を防止するとともに、本市への移住・定住を進め、地域の 

活性化につなげることを目的に、平成２９年１２月に設置した空き家バンクを

活用し、空き家等の利用を促進します。 

「空き家バンク」は、市内にある空き家等を所有する方、空き家等の購入・賃貸

を希望する方に、物件や希望条件を登録していただき、市から情報を提供するも

のです。 

 

図表 第４－２【入間市空き家バンクの仕組み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        物
件
登
録         

貸
し
た
い
人 空

き
家
を        

売
り
た
い
人       

借
り
た
い
人 空

き
家
を       

買
い
た
い
人   利

用
申
込
み 入間市 

空き家バンク 
  

（公社）埼玉県宅地建物取引業協会彩西支部 
（公社）全日本不動産協会埼玉県本部所沢支部  

空き家バンク協力宅建事業者 
 

交渉・契約 交渉・契約 物件 
情報 情報 

発信 
現地 
調査 媒介 

業務 
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（２） 空き家等の活用の検討 

空き家等及び空き家等を除却した跡地の活用については、専門機関・団体等

と連携を図り、空き家等の専門的な相談窓口のあり方を含め、地域住民の交流

の場や公共的な施設等での活用等の具体的な方策を空き家等対策庁内検討会

議及び入間市空家等対策協議会において検討していきます。 

     

３ 特定空家等に対する措置の手順 

   特定空家等に該当するおそれがある空き家等については、入間市空家等対策協議会

において意見を求めた上で、市が総合的に判断し、法で示されている各種の行政措置等

を実施します。 

 

（１） 特定空家等の判断基準の策定 

        特定空家等に該当するか否かの判断は、国土交通省が定めた「特定空家等に

対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」で

示された判断の参考となる基準に基づき、市が定めます。 

 

（２） 特定空家等の認定 

特定空家等の認定については、市による調査結果を基に空き家等対策庁内

検討会議及び入間市空家等対策協議会の協議を踏まえ本市が認定します。 

 

 （３） 特定空家等に対する措置の手順 

       (ア) 助言又は指導（法第１４条第１項） 

           特定空家等の所有者等に対し、除去、修繕、立木竹の伐採その他周辺

の生活環境の保全を図るために必要な措置をとるよう助言又は指導を

実施します。 

 

(イ) 勧告（法第１４条第２項） 

            助言又は指導した場合において、特定空家等の状態が改善されないと

認めるときは、特定空家の所有者等に対し、相当の猶予期限を付けて必

要な措置をとることを勧告します。 

           なお、本市から、法第１４条第２項に基づく勧告を受けた場合、特定

空家等に係わる土地は、住宅用地に対する固定資産税及び都市計画税の

課税標準の特例の適用から除外されることから、税担当課に情報を提供

します。 
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(ウ) 命令（法第１４条第３項） 

    勧告を受けた者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置を取らな

かった場合において、特に必要があると認められるときは、その者に対

し相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命じます。 

(エ) 行政代執行（法第１４条第９項） 

           措置を命ぜられた者が、その措置を履行しないとき、履行しても十分

でないとき又は履行しても命令の期限までに完了する見込みがないと

きは、行政代執行法の定めるところに従い、代執行の手続きの検討及び

実施に移行します。 

 

 

「特定空家等に対する措置」の手順等は次頁のとおり  
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図表 第４－３【法における「特定空家等に対する措置」の手順】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※現地調査と所有者等の調査の順序は、 

 事案に応じて判断する。（同時並行も可） 

所有者等を確知する 

ことができない場合 

特定空家等と認定された場合 

事案の発生（相談、実態調査等） 

１．現地及び所有者等の調査 【法第 9条、第 10条関係】 

 ■現地調査                 ■所有者等の特定 

 (1)現地調査による空き家等の状態の把握    (1)所有者等の特定 

  (2)立入調査の実施 

  (3)対応方策の検討 

３．助言又は指導【法第 14条第 1項関係】 

 (1)助言又は指導の実施 

  (2)助言又は指導の実施後の対応 

４．勧 告【法第 14条第 2項関係】 

 (1)勧告の実施 

  (2)関係部局（税務、その他）への情報提供 

 (3)勧告に従い、措置が実施された場合の対応 

 (4)勧告に従わなかった場合の対応 

 (5)所有者等が変わった場合の対応 

５．意見書等の提出の機会 

   【法第 14条第 4項～第 8項関係】 

 (1)措置を命じようとする者への事前通知 

  (2)公開による所有者等からの意見の聴取 

６．命 令【法第 14条第 3項関係】 

 (1)命令の実施 

  (2)標識の設置その他国土交通省令・総務省令で 

  定める方法による公示 

 (3)命令に従い、措置が実施された場合の対応 

 (4)過料の手続 

７．行政代執行【法第 14条第 9項関係】 

 (1)実体的要件の明確化 

  (2)文書による戒告 

 (3)代執行令書による通知 

 (4)執行責任者証の携帯及び提示 

 (5)代執行の対象となる特定空家等の中の動産の 

    取扱い 

 (6)費用の徴収 

８．略式代執行【法第 14条第 10項関係】 

 (1)略式代執行を行うことができる要件の確認 

  (2)事前の公告 

 (3)略式代執行の対象となる特定空家等の中の 

  動産の取扱い 

 (4)費用の徴収 

２．所有者等の事情の把握 

 (1)所有者等の事情の把握 

  (2)所有者等の事情に応じた解決策の検討 

過失なく措置を命ぜられ

る者を確知することがで

きない場合 

確知できた所有者等に措置を 

講ずる権原がない場合 
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４ 空き家等対策の取り組みスケジュール 

   基本方針に応じた各施策の実施に向け、下記の表（図表 第４－４【取り組みスケジ

ュール】）に基づき取り組みます。                        

 

 図表 第４－４【取り組みスケジュール】 

項

目 

        年 度 

取り組み 

和暦 

西暦 

H30 

2018 

H31 

2019 

H32 

2020 

H33 

2021 

１ 

空
き
家
等
の
発
生
の
抑
制
と
適
正
管
理
の
促
進 

(1) 空き家等対策についての情報提供 

ホームページ、広報いるま、パンフレッ

ト等による意識啓発や情報提供 

    

相談窓口の開設 
 

 

   

専門機関・団体等と連携した空き家相談

会の開催 

    

納税通知書を活用した適正管理のお願い 
    

高齢者団体等を対象とする講習会、勉強

会の実施 

    

空き家等の所有者等に対し改善のための

情報提供 

    

(2) 空き家等の調査 

相談等に基づく現地確認及び経過観察の

実施 

    

(3) 空き家等の情報管理 

現地確認に基づくデータベースの整備 
    

２ 

空
き
家
等
の
利
活
用
の
促
進 

(1) 空き家バンクの運営 

空き家バンクの運営 
    

(2) 空き家等の活用の検討 

専門機関・団体等と連携した市場流通、

活用の促進 

    

 専門機関・団体等と連携した跡地の活用

促進 
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項
目 

年 度 

取り組み 

和暦 

西暦 

H30 

2018 

H31 

2019 

H32 

2020 

H33 

2021 

 

３ 

特
定
空
家
等
へ
の
措
置 

(1) 特定空家等の判断基準の策定 

特定空家等の判断基準の策定 

（立入調査時の確認事項の決定） 

    

(2) 特定空家等の認定 

立入調査に基づく特定空家等としての  

認定 

    

(3) 特定空家等に対する措置 

緊急措置 
    

 特定空家等に対する行政措置の実施 

            助言・指導 

            勧   告 

            命   令 

            代 執 行 

    

 

    :事業等を実施するための検討期間 （準備期間）     :事業を実施する期間 
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１ 空き家等の相談に対する対応 

空き家等の相談や問題は、環境面や防災面等、地域住民に悪影響を及ぼしているものや

相続問題、住み替え等、多種多様な内容のものが予測され、個々の事案に対し適切かつ

迅速な対応が求められています。 

市では、住民等からの空き家等に関する相談等に対し、総合窓口を危機管理課とし、必

要に応じて空き家等対策に係わる庁内各関係課と連携し対応していきます。 

また、解決が困難な専門的な相談は、関係事業者、団体等に協力を求め対応していきま

す。 

図表 第５－１ 【相談対応フロ―図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・周辺住民等 ・区・自治会 ・空き家等の所有者等 ・住み替え希望者 

相談・苦情 対 応 

空
き
家
等
対
策
庁
内
検
討
会
議 

入
間
市
空
家
等
対
策
協
議
会 

専門機関・団体等 

 埼玉県行政書士会 狭山支部 

 埼玉司法書士会 

 埼玉土地家屋調査士会 狭山支部 

（公社）埼玉県宅地建物取引業協会  

  彩西支部 

（公社）全日本不動産協会 埼玉県本部 

 一般社団法人埼玉建築士会 

  入間第二支部入間部会 

 区・自治会 

 入間市民生委員・児童委員協議会 

 狭山警察署   埼玉西部消防組合 

 

検討・ 

調整等 

協力・連携 

第５ 空き家等対策に関する実施体制 

庁内各関係課 

 ・都市計画課  ・環境課 

 ・資産税課   ・交通防犯課 

 ・開発建築課  ・その他各関係課 

協 議 

 

総 合 窓 口 

（危機管理課） 
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２ 空き家等対策の実施体制 

 空き家等対策を総合的に推進するため、庁内体制の役割を明確にするとともに、 

事業者、専門機関等と連携し、適切かつ迅速な対応ができる体制を整備します。 

 

【入間市空家等対策協議会】（平成３０年６月１日 設置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所掌事務 

協議会は、次に掲げる事項について協議する。 

・ 法第６条第１項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関 

すること。 

・ 前号に掲げるもののほか、法第２条第１項に規定する空家等に関する施策の 

 推進に関し、市長が必要と認める事項。 

（入間市空家等対策協議会条例 第２条） 

委 員 

（敬称略） 

  田 中 龍 夫  （入間市長） 

  桝 川 典 生  （地域住民） 

  木 村 仁 美  （地域住民） 

  齋 藤 勝 久  （入間市連合区長会） 

  宮 木 博 文  （埼玉県行政書士会 狭山支部） 

  石 田 直 紀  （埼玉司法書士会） 

  森 江 武 志  （埼玉土地家屋調査士会 狭山支部） 

  長谷川 敏 男  （公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会 彩西支部） 

  宮 嶋 義 伸  （公益社団法人全日本不動産協会 埼玉県本部） 

  河 野 陽 子  （一般社団法人埼玉建築士会 入間第二支部入間部会） 

  臼 井   秀  （入間市民生委員・児童委員協議会） 

  熊 谷 和 彦  （狭山警察署） 
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【入間市空き家等対策庁内検討会議】（平成２９年１１月１日 設置） 

 

 

【庁内体制の役割】 

 

 

 

 

 

 

  

所掌事務 

 次の掲げる事項の検討・調整等 

 ・空き家等対策の推進に関する特別措置法及び関連法規に関すること。 

 ・空き家等対策協議会に関すること。 

 ・その他空き家等対策に関連すること。 

委員 

 ・都市整備部 都市計画課長  

 ・環境経済部 環境課長    

 ・総務部 資産税課長  

 ・市民生活部 交通防犯課長  

 ・都市整備部 開発建築課長  

 ・危機管理課長 

 事     項 担当課 

１ ・ 空き家等対策の総合窓口 

・ 各関係課との連絡調整 

・ 協議会の開催等に関すること 

・ 庁内検討会議の開催等に関すること 

危機管理課 

２ 空き家等の利活用に関すること 都市整備部 都市計画課 

３ 環境・衛生に関すること 環境経済部 環境課 

４ 所有者等の情報に関すること 総務部   資産税課 

５ 防犯に関すること 市民生活部 交通防犯課 

６ 建築基準法等に係る助言に関すること 都市整備部 開発建築課 

７ その他 各関係課 
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事業内容の見直し 

  空き家等対策計画の推進にあたっては、空き家等の管理の重要性及び管理不全の空

き家等がもたらす諸問題やその対応について、広く住民等の意識を反映させながら実

施していくことが重要です。このことを踏まえ、適宜計画に基づく事業内容の見直しを

行い必要な変更を行うよう努めるものとします。 

 

 次期計画の策定検討 

第６次入間市総合計画や国の動向と整合を図り、整備したデータベースによる市内

の現状・実態を踏まえ、これまでの取り組みに対する評価、検証を行い、平成３４年度

（２０２２年度）以降の時期計画の策定を行う計画とします。 

  なお、次期計画の策定にあたっては、空き家等対策庁内検討会議において、具体的な

見直し案を立案し、法第７条に定める空家等対策協議会で協議していくことを基本と

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６ その他空き家等に関する対策の実施に関し必要な事項 
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入間市空き家等対策計画 

                       平成３１年２月 発行 

       発 行   埼玉県入間市 

       編 集   危機管理課 

              〒３５８－８５１１ 

               埼玉県入間市豊岡一丁目１６番１号  

               電話０４－２９６４－１１１１（代表） 

 



４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

取組④空き家等調査

取組⑤特定空家等対応

１１月 １２月 １月 ２月 ３月

取組④定期調査

取組⑤特定空家等対応

令和２年度入間市空き家等対策事業計画（案）

空き家相談会チラシ（昨年度のもの）

取組③
相続おしかけ講座開催

第１回協議会開催

2020年

第３回協議会開催

取組

年月

１０月

取組①
納税通知封書チラシ同封

取組②
啓発記事掲載

2020年 2021年

　 空き家に係る問題や、今後の相続に関しての悩み事など、空き家の発生の抑制や適正管
理の促進のための相談会を関係団体と協力して開催。
【昨年度実績】　中止（対象者無しのため）

取組⑤　特定空家等対応

取組⑥　空き家相談会の開催

第２回協議会開催
取組⑥

空き家相談会開催

　 市内にある特定空家等全７件（令和２年６月末時点）に対し、法に基づく措置を実施し、そ
の解消を目指す。
　 また、劣悪な管理状態にある空き家等の特定空家等認定を行う。
【昨年度実績】　特定空家等解消件数：２件　特定空家等認定数：３件

取組④　空き家等調査

　市民からの情報を基に、適切な管理がなされていない空き家等に対し所有者への改善依
頼を実施。
　 また、市で把握している空き家等について年２回ずつ定期調査を実施し、その状況確認を
行っている。
　【令和元年度実績】　改善通知文送付件数：111件　定期調査実施件数：331件

　 固定資産税納税通知の封書に空き家等の適正管理を呼びかける啓発文及び空き家バン
クのチラシを同封。

納税通知同封チラシ

　
　 空き家が適津に管理されず放置されることを防ぐために、適切な相続対策を周知・啓発す
る講座を開催。（埼玉県事業）
　 ※開催日については申込者の希望に応じて決定するため未定。
　【令和元年度実績】　開催日：令和元年10月８日　場所：西武公民館　参加者：53名

「広報いるま」９月１日号に空き家の適正管理を呼びかける啓発記事を掲載。

取組③　埼玉県主催　相続おしかけ講座の開催

取組①　納税通知書を活用した空き家等の適正管理の啓発

取組②　「広報いるま」を活用した空き家等の適正管理の啓発

年月

取組

啓発記事（昨年度記事）

通年

通年

【資料５】



表１ 空き家等の把握実数（地区別）

豊岡 東金子 金子 西武 合計

① 56 21 14 21 176

② 18 5 5 3 36

③ 25 3 4 0 51

④ 49 23 15 24 161

※問題が改善されたものについても、空き家である場合は解消されるまでは空き家等として管理します

　
表２　空き家等の状況（管理上の不備事項)（地区別）

豊岡 東金子 金子 西武 合計

建物 12 4 9 4 40

建物以 外 0 1 0 1 5

環境 31 16 6 17 99

衛生 0 2 0 0 3

その他
適正に管理
されている
空き家

6 0 0 2 14

49 23 15 24 161

※問題が改善されたものについても、空き家である場合は解消されるまでは当初の管理上の不備分類で管理します

表３　特定空家等の状況（地区別）

豊岡 東金子 金子 西武 合計

① 4 0 1 0 9

② 0 0 0 0 0

③ 1 0 0 0 2

④ 3 0 1 0 7合計（①-②-③＝④）

合計

1

0

藤沢

3

0

1

2

地　区　名　

特定空家等認定

宮寺・二本木

1

0

改善により特定空家等から除外
（空き家等として管理）

解消（建物解体、空き家ではなくなったもの）

地　区　名　

1 5

空き家等の把握実数（令和度元年末）
①＋②－③＝④

保安に関
するもの

棟の倒壊危険
老朽化、屋根、外壁材
等の破損等

ブロック塀の破損
ガスボンベの放置等

樹木等の繁茂

ゴミの放置、害虫、小
動物の侵入等

　　　入間市空き家等の現況　（令和元年度末）

解消（建物解体、空き家ではなくなったもの）

特に問題がない空き家
について連絡があった
もの

内訳

新規空き家等件数（令和元年度）

空き家等の件数（平成３０年度末）

41

5

9

9

宮寺・二本木

0

0

8

0

藤沢

11

3

宮寺・二本木 藤沢

21

環境に関
するもの

1

51

4

13

14

41

1

【資料６】


